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償却資産の申告を忘れずに
　償却資産とは、会社や個人で事業をしている方が、
その事業のために用いる機械・器具・備品などの有
形資産のことをいい、土地や家屋と同じように固定
資産税が課税されます。

■対象となる資産
　◇構築物（広告塔・舗装路面・水槽・煙突など）
　◇機械および装置（製造設備など）
　◇車両および運搬具（フォークリフトなど）　　   
　　※自動車税、軽自動車税の課税対象は除く
　◇工具・器具・備品（事務機器・各種工具など）

■本年度の改正内容
　本年４月、減価償却資産の耐用年数等に関する省
令が改正され、機械及び装置を中心として、資産区
分の整理と耐用年数の見直しが行われました。本年
度は改正された内容に基づいて申告していただくこ
とになりますので、お手数をお掛けしますが、ご協
力をお願いします。
  詳しい内容につきましては、１２月初旬に送付し
ます償却資産申告の手引きなどでご確認ください。

■申告期限
　償却資産を所有している方は、
１月１日現在の資産状況を、
１月３０日（金）までに申告し
てください。

■お問い合わせ
　税務課固定資産税担当
　（内線１５６～１５８）

　

寒
波
が
来
て
気
温
が
下
が
る
と
、

水
道
管
が
凍
結
し
て
水
が
出
な
く

な
っ
た
り
、
破
裂
し
た
り
す
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
寒
波
が
到
来
す

る
前
に
、
保
温
材
な
ど
で
防
寒
措

置
を
し
ま
し
ょ
う
。

　

年
末
年
始
に
水
道
管
の
修
理
が

必
要
な
場
合
に
は
、
別
表
の
水
道

工
事
指
定
事
業
者
が
対
応
し
ま
す

の
で
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

 

■
お
問
い
合
わ
せ

　

上
下
水
道
課
水
道
管
理
担
当　

　
　
　

（
内
線
６
１
６
・
６
１
７
）

日　付 指定業者名 電　話

12 月 27 日 （土） ㈱ヤザキ工業 055-285-3131

12 月 28 日 （日）
山本管工業㈲ 0551-22-4430

12 月 29 日 （月）

12 月 30 日 （火）
菊島設備㈱ 0551-22-0382

12 月 31 日 （水）

 1 月 1 日 （木）
細田設備 0551-27-2214

 1 月 2 日 （金）

 1 月 3 日 （土）
㈱日設管興 0551-23-1238

 1 月 4 日 （日）

水
道
管
の
凍
結
・
破
裂
に
ご
注
意
を
！

年
末
年
始
の
水
道
工
事
指
定
店

　 今　月　の　納　税 〈年末特別〉　
   納税相談・収納窓口を
                   開設します！

◇夜間納税相談・収納窓口

　１２月１７日（水）１８日（木）

　１８時～２０時３０分

◇休日納税相談・収納窓口

　１２月２０日（土）

　１０時～１６時

税目 納期限

固定資産税　　　 第３期

１２月２５日

（木）

国民健康保険税 　第６期

介護保険料          第５期

後期高齢者医療保険料

                         第６期

■お問い合わせ　
　収納課（内線１６５・１６６）

給
与
所
得
者
の
み
な
さ
ん

ご
存
知
で
す
か
年
末
調
整

　

年
末
調
整
と
は
、
サ
ラ

リ
ー
マ
ン
な
ど
の
給
与
所
得

者
が
、
毎
月
の
給
与
か
ら
源

泉
徴
収
（
天
引
き
）
さ
れ
た

１
年
間
分
の
所
得
税
の
過
不

足
を
精
算
す
る
手
続
き
の
こ

と
で
す
。

　

給
与
所
得
者
に
か
か
る
年

間
の
所
得
税
額
は
、
扶
養
親

族
の
異
動
、
給
与
額
の
変
動
、

生
命
保
険
料
・
地
震
保
険
料

な
ど
の
控
除
を
年
末
調
整
に

よ
っ
て
行
う
な
ど
の
理
由
に
よ
り
、

毎
月
源
泉
徴
収
さ
れ
た
額
と
、
必

ず
し
も
一
致
し
ま
せ
ん
。

　

こ
の
た
め
、
年
間
の
給
与
総
額

が
確
定
す
る
年
末
に
、
税
額
の
過

不
足
を
調
整
す
る
こ
と
で
、
大
部

分
の
給
与
所
得
者
は
、
確
定
申
告

を
す
る
必
要
が
な
く
な
り
ま
す
。

事
業
主
の
方
へ

給
報
の
提
出
は
２
月
２
日
ま
で
に

　

給
与
の
支
払
者
（
事
業
主
）
は
、

支
払
い
を
受
け
る
人
（
給
与
受
給

者
）
の
居
住
す
る
市
町
村
に
、
１

年
間
に
支
払
っ
た
給
与
等
の
明
細

「
給
与
支
払
報
告
書
（
給
報
）」
を

提
出
す
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
給
与
支
払
報
告
書
は
、
住

民
税
の
課
税
や
、
諸
証
明
発
行
の

資
料
と
な
る
も
の
で
す
の
で
、
全

て
の
受
給
者
（
退
職
者
も
含
む
）

に
つ
い
て
作
成
し
、
必
ず
期
限
内

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

■
提
出
期
限

　

平
成
21
年
２
月
２
日
（
月
）

■
提
出
先

　

給
与
受
給
者
が
平
成
21
年
１
月

１
日
現
在
に
居
住
す
る
市
町
村

■
記
入
上
の
注
意

◇
給
与
受
給
者
の
平
成
21
年
１
月

１
日
現
在
の
、
住
所
ま
た
は
居

所
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

※
居
所
を
記
載
し
た
場
合
は
、「
摘

要
欄
」
に
住
民
登
録
地
の
記
載

を
お
願
い
し
ま
す
。

◇
給
与
受
給
者
氏
名
に
は
正
確
な

フ
リ
ガ
ナ
を
ふ
り
、
生
年
月
日

も
忘
れ
ず
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

※
外
国
人
の
場
合
は
外
国
人
登
録

を
し
た
氏
名

◇
「
摘
要
欄
」
に
は
、
住
宅
借
入
金

等
特
別
控
除
可
能
額
、
国
民
年

金
保
険
料
な
ど
の
金
額
、
扶
養

親
族
の
氏
名
と
続
柄
（
別
居
者

に
つ
い
て
は
住
所
も
）、
前
職
の

合
算
処
理
な
ど
の
事
項
を
必
ず

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

■
お
問
い
合
わ
せ

　

税
務
課
市
民
税
担
当

（
内
線
１
５
３
～
１
５
５
）

年末調整はお済みですか？
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 年末・年始における犯罪及び事故防止
 のため、特別警戒取締りを実施します！

　〈 12 月 15 日～平成 21 年 1 月 7 日 〉

　毎年、年末年始の時期になると大切な財産をねら
う引ったくり、空き巣などの窃盗事件や金融機関・
深夜のスーパー、コンビニなどを対象とした強盗事
件が多発します。
　また「振り込め詐欺」にも引き続き注意が必要です。

韮崎警察署では期間中

◆各種・事故防止のための警戒活動

◆防犯協会など各種防犯団体と協力しての
　防犯診断・特別警戒パトロール

◆振り込め詐欺被害防止対策

　などを強化推進し、市民の皆さまを犯罪から守る
べく活動します。

　年末は何かとあわただしくなりがちです。
日常生活に隙が生じないように家庭や職場、地
域ぐるみで自主防犯意識を
高め、犯罪の被害に遭わな
いように心がけましょう。

■お問い合わせ

　韮崎警察署　生活安全課　

　☎２２ー０１１０

農
業
委
員
選
挙
人
名
簿
へ
の

　
　
　
　
　

登
載
申
請
を
お
願
い
し
ま
す

　

平
成
21
年
度
の
農
業
委
員
選
挙

人
名
簿
を
作
成
い
た
し
ま
す
。

　

21
年
度
は
選
挙
の
予
定
は
あ
り

ま
せ
ん
が
、
農
業
委
員
会
選
挙
人

名
簿
は
、
法
律
で
市
の
選
挙
管
理

委
員
会
が
毎
年
３
月
31
日
ま
で
に

作
成
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

選
挙
人
名
簿
登
載
要
件
を
満
た

し
て
い
る
方
で
も
申
請
書
が
農
業

委
員
会
に
提
出
さ
れ
な
い
と
、
選

挙
人
名
簿
に
登
録
さ
れ
ま
せ
ん
。

登
録
さ
れ
な
い
場
合
は
、
農
業
委

員
の
選
挙
に
投
票
す
る
こ
と
や
リ

コ
ー
ル
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
な

く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
の
で
ご
注

意
下
さ
い
。

■
登
載
要
件

　

平
成
元
年
３
月
31
日
以
前
に
出

生
し
、
平
成
21
年
１
月
１
日
現
在
、

市
内
に
住
所
が
あ
り
、
次
の
い
ず

れ
か
を
満
た
す
方

◇
10
a
（
１
０
０
０
㎡
）
以
上

の
農
地
に
つ
い
て
耕
作
業
務
を

営
む
方
（
農
業
経
営
主
）

◇
農
業
経
営
主
と
同
居
の
親
族
、

ま
た
は
配
偶
者
で
年
間
60
日
以

上
耕
作
業
務
に
従
事
す
る
方

◇
一
定
面
積
以
上
の
農
地
に
つ
い

て
耕
作
の
事
業
を
営
む
農
業
生

産
法
人
の
組
合
員
、
社
員
ま
た

は
株
主

（
※
一
定

の
条
件

が
あ
り

ま
す
。）

■
申
請
方
法

　

農
政
協
力
員
（
農
事
組
合
長
）

か
ら
配
布
さ
れ
る
「
韮
崎
市
農
業

委
員
会
委
員
選
挙
人
名
簿
登
載
申

請
書
」
に
記
入
し
て
１
月
８
日

（
木
）
ま
で
に
農
政
協
力
員
に
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。

※
名
簿
登
載
要
件
を
満
た
す
方

で
申
請
書
が
届
い
て
い
な
い
方
、

農
事
組
合
に
未
加
入
の
方
は
農

業
委
員
会
事
務
局
に
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

■
お
問
い
合
わ
せ

　

農
業
委
員
会
事
務
局

�

（
内
線
２
２
６
）

年末年始の休業・休館日
　
公共施設等の年末・年始の休業期間は次のとおり
です。ご利用の場合は注意してください。

施 設 等 期  間

市役所　　　　　　☎ 22-1111 12/27 ～ 1/4

市立病院　　　　　☎ 22-1221
※救急患者は除く 12/28 ～ 1/4

スポーツ施設
※御勅使サッカー場・勤労青年センター含む

12/29 ～ 1/3

ゆ～ぷるにらさき　☎ 20-2222 12/31 ～ 1/1

民俗資料館　　　　☎ 22-1696 12/29 ～ 1/3

市立図書館　　　　☎ 22-1121 12/28 ～ 1/5

市民会館　　　　　☎ 22-1121 12/28 ～ 1/3

保健福祉センター　☎ 23-4310 12/27 ～ 1/4

児童センター 12/28 ～ 1/4

子育て支援センター   ☎ 23-7676 12/28 ～ 1/4

東京エレクトロン韮崎文化ホール
　　　　　　　　　☎ 20-1155

12/24 ～ 1/5
（※ 12/25 ～ 28、 　
   1/4 は日直対応）

韮崎大村美術館　　☎ 23-7775
12/29 ～ 12/31

（1/1 ～通常営業）

市営火葬場    1/1 ～ 1/3

ごみ収集
韮崎（祖母石除く）・穂坂・藤井・中田・岩根地区 12/30 ～ 1/4

ごみ収集
穴山・円野・清哲・神山・旭・大草・竜岡・祖母石
地区

12/30 ～ 1/5

ポリスインフォメーション

 

　韮崎市ならびに韮崎

市議会では、年末年始

のごあいさつにつきま

して、廃止すること

を申し合わせましたの

で、市民各位のご理解

ご協力をお願い申し上

げます。

　韮崎市・韮崎市議会

虚礼廃止について
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職員数などを公表します

８. 職員手当の状況（平成 20 年４月１日現在）

（注）期末勤勉手当の（　）は、特定幹部職員（7級）に適用する月数。

区分 韮崎市
国との
同異

国

期
末
勤
勉
手
当

支給月 期末手当 勤勉手当

同
6 月期

1.40 月分
（1.20 月分）

0.75 月分
（0.95 月分）

12 月期
1.60 月分

（1.40 月分）
0.75 月分

（0.95 月分）

合計
3.00 月分

（2.60 月分）
1.5 月分

（1.9 月分）

（
基
本
額
）

退
職
手
当

年数 自己都合 勧奨・定年

同
　

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分

勤続 30 年 41.50 月分 50.70 月分

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度 59.28 月分 59.28 月分

（
調
整
額
）

退
職
手
当

職務の等級別に算出（60 月分）

退
職
手
当
額

基本額（退職日給料月額×退職理由・
年数別支給率）＋調整額

手
当

扶
養

配偶者　13,000 円
その他 1 人　6,500 円

同

手
当

住
居

借家（家賃　月 12,000 円以上）限度
額　月 27,000 円、持家　月 4,000 円

借家　同
持家　異

月　2,500 円（新築
後 5 年間のみ）

手
当

通
勤

交通機関利用　限度額　月 55,000 円
自動車等利用　距離により 2,900 円～

自動車
利用 異

距離に応じて 2,000
円～ 24,500 円

手
当

管
理
職

管理職の区分に応じ支給　
　　　　　　　　　月 34,500 円～

異 官職に応じ支給

手
当

宿
日
直

一般 　4,200 円、医師　20,000 円、
常直的な宿日直　21,000 円

同

手
当

特
殊
勤
務

市税等事務、放射線取扱作業、細菌検
査業務、医師特殊勤務、夜間看護業務

異
高所作業手当等 27
種類

1. 人件費の状況（平成 19 年度一般会計決算）
（単位：人、千円、％）

（注）人件費には、特別職に支給される給料・報酬なども含まれています。

区分
人口

（H20.4.1）
歳出額
（Ａ）

人件費
（Ｂ）

人件費率 
（Ｂ / Ａ）

歳出に占める

職員給与費率 

（Ｄ / Ａ）

19 年度 31,915 12,467,267 2,083,989 16.7 11.6

2. 職員給与費の状況（平成 19 年度一般会計決算）
（単位：人、千円）

（注）職員手当には退職手当は含まれていません。
　　職員数は平成19年4月1日現在の人数です。

19 年度
職員数 
（C）

給与費 １人当た
り給与費 
（D/C）給料 職員手当

期末勤勉
手当

合計（D）

247 945,633 109,113 394,896 1,449,642 5,869

3. 職員の初任給の状況（平成 20 年４月１日現在）
（単位：円）

区分 韮崎市 山梨県 国

一般行政
職

大学卒 172,200 178,800 172,200

高校卒 140,100 144,500 140,100

5. 部門別職員数の状況（平成 20 年４月１日現在）
（単位：人）

区分 一般行政 特別行政 公営企業等 合計

定員適性化
計画数

209 45 167 421

職員数 213 39 143 395

前年度職員数 204 41 158 403

区分 給料月額報酬等 期末手当

給料

市長 762,000 円 19 年度支給割合  　  
4.450 月分

期別支給率　
6 月期　2.125 月分

12 月期　2.325 月分

副市長 630,000 円

教育長 573,000 円

報酬

議長 369,000 円 19 年度支給割合　    
3.350 月分

期別支給率　
6 月期　1.600 月分

12 月期　1.750 月分

副議長 345,000 円

議員 336,000 円

７. 特別職の報酬等の状況 （平成 20 年４月１日現在）

4. 職員の平均給料月額、平均給与月額及び
　平均年齢の状況（平成 20 年４月１日現在）

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 344,600 円 386,300 円 43 歳  2 月

技能労務職 282,500 円 302,300 円 51 歳 11 月

（注）平均給与月額は給料月額と諸手当を合計したものです。

6. 一般行政職の級別職員数の状況 （平成 20 年４月１日現在）
（給与実態調査）

職務
主事 

主事補
主任 副主査 主査 副主幹

課長補佐 

主幹

参事
課長

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

合計
160 人

15 人
9.4％

19 人
11.9％

31 人
19.4％

27 人
16.9％

21 人
13.1％

31 人
19.4％

16 人
10.0％

（注）行政職給料表適用職員のうち、税務職、保育士、技能労務職、水道事
　　業会計該当者を除いた人数

　市職員に支給される給与は、国家公務員の給与等を参考にしながら、市議会の審議を経て条例や規則
などで定められています。その内容は、基本給としての給料と、扶養・住居・通勤手当や、民間の賞与
にあたる期末・勤勉手当などがあります。平成20年 4月 1日現在の給与等の主な内容を公表します。
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韮崎市職員の給与・
　韮崎市人事行政の運営等の公表に関する条例に基づき、市の人事行
政の運営における公正性と透明性を高めることを目的として、その概
要をお知らせします。

４. 分限及び懲戒
　(1) 分限処分者数 （平成 1 ９年度） （単位：人）

降任 免職 休職 降給 合計

0 0 0 0 0

５. 研修  （平成 1 ９年度）

区分 内容 対象職員 参加者数

管理職研修
内外情勢調査会・山梨政経懇

話会への参加研修

課長等

管理職
16 人

山梨県市町村職員研

修所研修

初任者・専門・実務研修・各

階層別研修
全職員 125 人

全国市町村職員中央

研修所研修
短期宿泊研修による専門研修

全職員 8 人

全国市町村国際文化

研修所研修
全職員 8 人

市役所職員研修

新任職員研修 採用～ 2 年 6 人

人事評価研修 全職員 192 人

接遇マナー研修 全職員 144 人

普通救命講習 全職員 51 人

　(2) 懲戒処分者数 （平成 1 ９年度） （単位：人）

戒告 減給 停職 免職 合計

0 0 0 0 0

１. 任用
　(1) 職員の採用及び退職の状況 

（単位：人）
区分 

職種

採用

（平成 19

年度）

退職（平成 1 ９年度） 採用

（平成 20 年

4 月 1 日）定年 勧奨 自己都合 その他

一般行政職 4 0 2 1 0 5

医療職 12 0 5 10 0 6

技能労務職 0 5 0 0 0 0

合計 16 5 7 11 0  11

（注）［　］内は、条例による定数

　(2) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）
（単位：人）

区分
 
職種

19 年 20 年
対前年
増減数

主な増減理由

一般行政
部門

一般 112 113 1

政策専門官の新設

部門変更による増
福祉 92 100 8

小計
[232]
204

[232]
213

[0]
9

特別行政
部門

教育 41 39 △ 2 事務の統廃合・縮小 

退職に伴う嘱託対応小計
[52]
41

[52]
39

[0]
△ 2

公営企業
等会計部
門

病院 125 116 △ 9

欠員不補充

事務の統廃合・縮小

部門変更による減

水道 9 8 △ 1

下水道 6 5 △ 1

その他 18 14 △ 4

小計
[183]
158

[183]
143

[0]
△ 15

合計
[467]
403

[467]
395

[0]
△ 8

2. 給与（※ラスパイレス指数）
（単位：％）

※地方公務員の給与額について、同種の職種・経歴に該当する国家公務員
　の給与額を 100 として比較した場合の数値

区分 平成 19 年 4 月 1 日
参考 

（平成 18 年 4 月 1 日）

韮崎市 98.0 96.7

全国市平均 97.9 97.4

７. 公平委員会の業務の状況（平成１9 年度）

業務の種別 処理（要求）件数

勤務条件に関する措置の要求 0

不利益処分に関する審査要求 0

３. 勤務時間
　(1) 勤務時間の状況
 　　　１週間の勤務時間　40 時間 00 分

　(2) 一般職員の年次有給休暇の取得状況
 　　　平成 19 年 1 月 1 日～ 12 月 31 日の間
　　　　 平均利用日数　　　8.3 日

６. 福利厚生　

概要 健診項目 実施者数

市立病院他計 6 施設に
委託しての職員健康診断

① 40 歳以上の成人病診断 
 （一般成人病検診 9 項目、
    胃部透視検査） 

② 40 歳未満の一般検診 
 （胸部検査他 5 項目） 

③人間ドック

300 人

　地方公務員法第 42 条の規定に基づく職員の保健、元気回復、その他厚
生に関する事業を実施してます。これは、職員が毎月支払う会費と市から
の負担金で運営しています。				  
　主な事業として、職員の健康診断、各種助成（職場研修、ﾘﾌﾚｯｼｭ休暇、
部活動）、慶弔祝金等給付事業などがあります。			 

   職員の健康診断の実施状況（平成 1 ９年度）




